
   
令和７年５月定例  

四万十町教育委員会   
会 議 資 料               

日 時： 令和７年５月１５日（木）午前９時００分  
場 所： 四万十町役場本庁東庁舎 ２階 町民活動支援室     



会 議 次 第  
１ 開 会 
２ 教育長あいさつ 
３ 会議録署名委員の指名 
４ 議 題  
① 教育長職務代理者の指名について 
② 承認第１号 専決処分の承認について 
③ 承認第２号 専決処分の承認について 
④ 承認第３号 専決処分の承認について 
⑤ 承認第４号 専決処分の承認について 
⑥ 議案第１号 川口小学校学校運営協議会委員の委嘱又は任命について 
⑦ 議案第２号 仁井田小学校学校運営協議会委員の委嘱又は任命について 
⑧ 議案第３号 四万十町図書館協議会委員の任命について 
⑨ 議案第４号 四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会委員の委嘱及び任命 

について 
⑩ 議案第５号 四万十町スポーツ推進委員の委嘱について 
⑪ 議案第６号 四万十町県費負担教職員の旧姓使用取扱要綱の改正について 
⑫ 議案第７号 四万十町いじめ防止基本方針について  
５ 協議事項   
６ 報告事項 
① 四万十町少年補導センター少年補導員について 
② ４月入学式・始業式の欠席者状況について 
③ ５月連休明けの児童・生徒の出席状況ついて 
④ 就学前健診プロジェクトについて 
⑤ 十和小・中学校校舎整備計画について  
７ その他 
① 今後の日程について   教 育 長 山脇 光章 
委  員 横山 順一、 谷口 和史、 野中 裕子、 西谷  史 
事 務 局 川上 武史、  今西 浩一、  真城 和也、 都築  桂 



 

 

 

教育長職務代理者の指名について 

 

  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）第 13条第２

項の規定に基づき、教育長の職務を代理する委員を下記のとおり指名する。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

   四万十町教育長   山脇 光章 

 

 

記 

 

 

 

 

教育長職務代理者                  委員 
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参 考 

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号）抜粋 

 

（教育長） 

第十三条 教育長は、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表する。 

２ 教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときは、あらかじめその指名する

委員がその職務を行う。 
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承認第１号 

 

 

専決処分の承認について 

 

 

窪川小学校学校運営協議会の委員の委嘱及び任命について、四万十町教育委員会教

育長に対する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決したので、同規

則第４条の規定に基づきこれを報告し承認を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

 

専 決 書 

 

 

 窪川小学校学校運営協議会の委員について、四万十町教育委員会教育長に対する事

務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決する。 

 

令和７年４月１６日       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別 紙 

 

窪川小学校学校運営協議会委員名簿 

 

令和７年４月１６日現在 

任期 ： 令和７年４月１６日 ～ 令和９年３月３１日 

 

【専決処分を行った理由】 

前任者の任期が令和７年３月３１日に終了した後、４月８日以降に学校長から委員

の推薦及び活動の実施予定が示されたため、その推薦に基づき委嘱及び任命を行いま

した。 

選 出 区 分 氏  名 備   考 

(１) 対象学校の所在する地

域住民 

今西 澄子 ●●●●●●●●● 

井上 博文 ●●●●●●●●● 

谷口 芳彦 ●●●●●●●●● 

尾﨑 弘明 ●●●●●●●●● 

中越 恵美 ●●●●●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する児

童及び生徒の保護者 

中尾 佳亮 ●●●●●●●●● 

吉村  心 ●●●●●●●●● 

(３) 地域学校協働活動推進
員その他対象学校の運営に
資する活動を行う者 

黒岩 範久 榊山町３－７ 

(４) 学校関係者 

山田 佳代 新開町２９７－１ 

中内 朋子 香月が丘８－１８ 

窪添 泰平 琴平町７－８ 

(５) 学識経験を有する者 齋藤 マサ 榊山町３－７ 

(６) 前各号に掲げる者のほ
か教育委員会が適当である
と認める者 
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参 考 

 

 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則【抜粋】 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

 

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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参 考 

 

 四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則【抜粋】 

(平成 18年四万十町教育委員会規則第４号) 

 

（委任） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号。以下「法」と

いう。）第 25条第１項の規定に基づき、四万十町教育委員会（以下「教育委員会」という。）

は、次に定める事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委任するものとする。 

(１) 教育行政の基本方針に関すること。 

(２) 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

(３) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

(４) 教育委員会の所管に属する学校その他教育機関の設置及び廃止に関すること。 

(５) 教育委員会及び教育委員会の所管する学校その他の教育機関の職員の任免その他人

事に関すること。 

(６) 法第 26条の規定による点検及び評価に関すること。 

(７) 法第 29条に規定する意見の申出に関すること。 

(８) 幼稚園、小学校及び中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 

(９) 教科書の採択に関すること。 

(10) 教育委員会附属機関の委員の任免等に関すること。 

(11) 重要事項の告示、指令、通知、申請及び報告等に関すること。 

(12) 教職員の組織する職員団体及びその他の諸団体との重要な交渉に関すること。 

(13) 文化財の町指定に関すること。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特に重要と認める事項。 

（重要異例の事務の処理） 

第２条 教育長は、前条の規定にかかわらず、委任された事務について、特命があるとき、

又は事案の特に重要と認められるもの異例に属するもの若しくは規定の解釈上疑義がある

ものについては教育委員会の決定を求めなければならない。 

（教育長の専決） 

第３条 教育長は、緊急の場合には、第１条各号に規定する事務を専決することができる。

（委員会への報告） 

第４条 教育長は、次に掲げる事項について、次の教育委員会の会議にこれを報告し、承認

を求めなければならない。 

(１) 第１条の規定により教育長に委任した事務で重要なものに関すること。 

(２) 前条の規定により教育長が専決した事務に関すること。 
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承認第２号 

 

 

専決処分の承認について 

 

 

影野小学校学校運営協議会の委員の変更について、四万十町教育委員会教育長に対

する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決したので、同規則第４条

の規定に基づきこれを報告し承認を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

 

専 決 書 

 

 

 影野小学校学校運営協議会の委員及びアドバイザーについて、四万十町教育委員会

教育長に対する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決する。 

 

令和７年４月２３日       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

影野小学校学校運営協議会委員名簿 

 

令和７年４月２３日現在 

任期 ： 令和７年４月２３日 ～ 令和９年３月３１日 

 

アドバイザー 

氏  名 勤務先・職名 住   所 

岡村 啓右 （株）高知銀行 窪川支店長 ●●●●●●●●● 

任期 ： 令和７年４月２３日 ～ 令和９年３月３１日 

 

【専決処分を行った理由】 

前任者の任期が令和７年３月３１日に終了した後、４月８日以降に学校長から委員

の推薦及び活動の実施予定が示されたため、その推薦に基づき委嘱及び任命を行いま

した。 

 

選 出 区 分 氏  名 備   考 

(１) 対象学校の所在する地

域住民 

浜田 好清 ●●●●●●●●● 

横山 礼子 ●●●●●●●●●  

市川 一夫 ●●●●●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する児

童及び生徒の保護者 
浜田 大彰 ●●●●●●●●● 

(３) 地域学校協働活動推進

員その他対象学校の運営に

資する活動を行う者 

  

(４) 学校関係者 山本 千代 影野６５３ 

(５) 学識経験を有する者 
佐竹あゆみ 影野６４０－２ 

松原真由美 替坂本４１－５ 

(６) 前各号に掲げる者のほ

か教育委員会が適当である

と認める者 
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参 考 

 

 四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則【抜粋】 

(平成 18年四万十町教育委員会規則第４号) 

 

（委任） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法律第 162号。以下「法」と

いう。）第 25条第１項の規定に基づき、四万十町教育委員会（以下「教育委員会」という。）

は、次に定める事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委任するものとする。 

(１) 教育行政の基本方針に関すること。 

(２) 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

(３) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

(４) 教育委員会の所管に属する学校その他教育機関の設置及び廃止に関すること。 

(５) 教育委員会及び教育委員会の所管する学校その他の教育機関の職員の任免その他人

事に関すること。 

(６) 法第 26条の規定による点検及び評価に関すること。 

(７) 法第 29条に規定する意見の申出に関すること。 

(８) 幼稚園、小学校及び中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 

(９) 教科書の採択に関すること。 

(10) 教育委員会附属機関の委員の任免等に関すること。 

(11) 重要事項の告示、指令、通知、申請及び報告等に関すること。 

(12) 教職員の組織する職員団体及びその他の諸団体との重要な交渉に関すること。 

(13) 文化財の町指定に関すること。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特に重要と認める事項。 

（重要異例の事務の処理） 

第２条 教育長は、前条の規定にかかわらず、委任された事務について、特命があるとき、

又は事案の特に重要と認められるもの異例に属するもの若しくは規定の解釈上疑義がある

ものについては教育委員会の決定を求めなければならない。 

（教育長の専決） 

第３条 教育長は、緊急の場合には、第１条各号に規定する事務を専決することができる。

（委員会への報告） 

第４条 教育長は、次に掲げる事項について、次の教育委員会の会議にこれを報告し、承認

を求めなければならない。 

(１) 第１条の規定により教育長に委任した事務で重要なものに関すること。 

(２) 前条の規定により教育長が専決した事務に関すること。 
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四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則【抜粋】 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

 

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 

（教育委員会等による指導及び助言等） 

第 13条 教育委員会は、協議会の運営に関し、必要に応じて指導及び助言を行うものとする。 

２ 教育委員会及び対象学校の校長は、協議会が適切な活動を行うことができるよう情報の

提供及び説明に努めるものとする。 

３ 教育委員会は、必要に応じ、協議会の運営及び活動に関して助言等を行う者（以下「ア

ドバイザー」という。）を委嘱することができる。 
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承認第３号 

 

 

専決処分の承認について 

 

 

田野々小学校学校運営協議会の委員の変更について、四万十町教育委員会教育長に

対する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決したので、同規則第４

条の規定に基づきこれを報告し承認を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

 

専 決 書 

 

 

 田野々小学校学校運営協議会の委員及びアドバイザーについて、四万十町教育委員

会教育長に対する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決する。 

 

令和７年５月１日       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

田野々小学校学校運営協議会委員 

 

令和７年５月１日現在 

選 出 区 分 氏  名 備   考 

(１) 対象学校の所在する地域住民 林  瑞穂 ●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 武内 厚樹 ●●●●● 

(３) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第

９条の７第１項に規定する地域学校協働活動

推進員その他の対象学校の運営に資する活動

を行う者 

佐々木隆司 ●●●●● 

中屋 桂子 ●●●●● 

柴  久幸 ●●●●● 

津野 修三 ●●●●● 

近森佐代子 ●●●●● 

(４) 学校関係者 

稲田 充宏 大正２９１ 

門田 清子 大正３８５－１ 

金子 千佐 大正９３ 

(５) 学識経験を有する者 石元 仙人 大正５９０－１ 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適

当であると認める者 
  

任期 ： 令和７年５月１日 ～ 令和９年３月３１日 

 

アドバイザー 

氏  名 住   所 備 考 

中屋  康 ●●●●● 四万十町議会議員 

任期 ： 令和７年５月１日 ～ 令和９年３月３１日 

 

【専決処分を行った理由】 

前任者の任期が令和７年３月３１日に終了した後、４月８日以降に学校長から委員

の推薦及び活動の実施予定が示されたため、その推薦に基づき委嘱及び任命を行いま

した。 
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参 考 

 

 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則【抜粋】 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

 

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 

（教育委員会等による指導及び助言等） 

第 13条 教育委員会は、協議会の運営に関し、必要に応じて指導及び助言を行うものとする。 

２ 教育委員会及び対象学校の校長は、協議会が適切な活動を行うことができるよう情報の

提供及び説明に努めるものとする。 

３ 教育委員会は、必要に応じ、協議会の運営及び活動に関して助言等を行う者（以下「ア

ドバイザー」という。）を委嘱することができる。 
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承認第４号 

 

 

専決処分の承認について 

 

 

窪川中学校学校運営協議会の委員の変更について、四万十町教育委員会教育長に対

する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決したので、同規則第４条

の規定に基づきこれを報告し承認を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別紙 

 

 

専 決 書 

 

 

 窪川中学校学校運営協議会の委員及びアドバイザーについて、四万十町教育委員会

教育長に対する事務委任規則第３条の規定に基づき、別紙のとおり専決する。 

 

令和７年５月１３日       

 

                  四万十町教育長 山脇 光章 
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別 紙 

 

窪川中学校学校運営協議会委員名簿 

 

令和７年５月１３日現在 

選 出 区 分 氏  名 備   考 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

弘田 麻紀 ●●●●●●●● 

緒方 正綱 ●●●●●●●● 

中越 恵美 ●●●●●●●● 

高橋美恵子 ●●●●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生

徒の保護者 

古谷  翼 ●●●●●●●● 

森本 英和 ●●●●●●●● 

野中 裕子 ●●●●●●●● 

(３) 社会教育法（昭和 24 年法律第

207号）第９条の７第１項に規定する

地域学校協働活動推進員その他の対

象学校の運営に資する活動を行う者 

山﨑  一 ●●●●●●●● 

(４) 学校関係者 中内 朋子 香月が丘８－１８ 

(５) 学識経験を有する者 

和田  拓 北琴平町６－１ 

中平  均 榊山町３－７ 

窪添 泰平 琴平町７－８ 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育

委員会が適当であると認める者 

  

任期 ： 令和７年５月１３日 ～ 令和９年３月３１日 

 

 

【専決処分を行った理由】 

前任者の任期が令和７年３月３１日に終了した後、４月８日以降に学校長から委員

の推薦及び活動の実施予定が示されたため、その推薦に基づき委嘱及び任命を行いま

した。 
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参 考 

 

 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則【抜粋】 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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議案第１号 

 

 

川口小学校学校運営協議会委員の委嘱又は任命について 

 

 

四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則第３条第１項に基

づき、川口小学校学校運営協議会の委員を別紙のとおり委嘱又は任命することについ

て、委員会の意見を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章   
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別 紙 

 

川口小学校学校運営協議会委員名簿                        

区  分 氏  名 備  考 

(１) 対象学校の所在する

地域住民 

弘田 美幸 ●●●●●●●●● 

山田 隆俊 ●●●●●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する

児童及び生徒の保護者 

弘瀬 勝也 ●●●●●●●●● 

宮﨑 卓也 ●●●●●●●●● 

窪田 雅之 ●●●●●●●●● 

(３) 地域学校協働活動推

進員その他対象学校の運

営に資する活動を行う者 

槇野  章 ●●●●●●●●● 

(４) 学校関係者 

大﨑  幸 ●●●●●●●●● 

藤原 寛美 ●●●●●●●●● 

(５) 学識経験を有する者 吉良  泉 ●●●●●●●●● 

任期 ： 令和７年５月２８日 ～ 令和８年３月３１日 
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参 考 

 

〇 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 抜粋 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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議案第２号 

 

 

仁井田小学校学校運営協議会委員の委嘱又は任命について 

 

 

四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則第３条第１項に基

づき、仁井田小学校学校運営協議会の委員を別紙のとおり委嘱又は任命することにつ

いて、委員会の意見を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

                  四万十町教育長 山脇 光章   

 

 

 

 

24



別 紙 

 

仁井田小学校学校運営協議会委員名簿 

区   分 氏  名 備   考 

(１) 対象学校の所在する

地域住民 

山本 弘光 ●●●●●●●●● 

水田みき子 ●●●●●●●●● 

戸田 悦子 ●●●●●●●●● 

市川 愛久 ●●●●●●●●● 

牧野 剛史 ●●●●●●●●● 

(２) 対象学校に在籍する

児童及び生徒の保護者 
石田健太郎 ●●●●●●●●● 

(３) 地域学校協働活動推

進員その他の対象学校の

運営に資する活動を行う

者 

都築 正志 ●●●●●●●●● 

石田 芳秋 ●●●●●●●●● 

(４) 学校関係者 森田 麻里 四万十町仁井田１９２０ 

(５) 学識経験を有する者 
戸田 晶秀 ●●●●●●●●● 

松原真由美 四万十町替坂本４１－５ 

(６) 前各号に掲げる者の

ほか、教育委員会が適当で

あると認める者 

  

任期 ： 令和７年５月２９日 ～ 令和９年３月３１日 
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参 考 

 

〇 四万十町立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則【抜粋】 

（令和２年四万十町教育委員会規則第 10号）  

 

（委員の構成等） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、12人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 対象学校の所在する地域住民 

(２) 対象学校に在籍する児童及び生徒の保護者 

(３) 社会教育法（昭和 24年法律第 207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活

動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(４) 学校関係者 

(５) 学識経験を有する者 

(６) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が適当であると認める者 

２ 対象学校の校長は、委員を推薦することができる。 

３ 委員に欠員が生じたときは、新たに委員を委嘱又は任命することができる。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 前条第３項の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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議案第３号 

 

 

四万十町立図書館協議会委員の任命について 

 

 

 四万十町立図書館設置条例第７条第２項の規定に基づき、下記の者を四万十町立図

書館協議会委員に任命することについて、委員会の意見を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出       

 

                  四万十町教育長  山脇 光章 

 

 

記 

 

 

■ 委員とする者の氏名等 

所  属  等 川口小学校校長 

氏     名  大﨑 幸（おおさき さち） 

備     考 条例第７条第２項第１号に該当する者 
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【参考】 

 

＜変更前＞ 

区 分 氏   名 備    考 

学校教育及び社会教育の

関係者 
吉岡 栄作 七里小学校校長 

 

＜変更後＞ 

区 分 氏   名 備    考 

学校教育及び社会教育の

関係者 
大﨑  幸 川口小学校校長 

任期 : 令和７年５月１６日 ～ 令和８年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

■四万十町立図書館協議会委員名簿 

  

区 分 氏   名 備  考 

(１) 学校教育及び社会

教育の関係者 
大﨑  幸 川口小学校 

(２) 家庭教育の向上に

資する活動を行う者 
刈谷 明子  

(３) 学識経験のある者 

武内 文治  

金子  仁  

竹村 君子  

 

任期：令和６年４月１日～令和８年３月３１日 

令和７年５月１６日～令和８年３月３１日 

（大﨑 幸） 
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【参考】 

 

 四万十町立図書館設置条例（平成 18年四万十町条例第 175号） 抜粋 
 

（図書館協議会） 

第７条 法第 14条第１項の規定に基づき、図書館に、図書館協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

２ 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから、委員会が

任命する。 

(１) 学校教育及び社会教育の関係者 

(２) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(３) 学識経験のある者 

３ 委員の定数は、５人以内とする。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

５ 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

６ 会長は会務を総理し、副会長は会長を補佐するとともに会長に事故があるとき、

又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

７ 委員が職務を行うために要する費用弁償については、別に定める。 
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議案第４号 

 

 

四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会委員の任命について 

 

 

 四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会設置要綱（令和４年教育長告示第２号）

第３条第２項の規定に基づき、下記の者を四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会

委員に任命することについて、委員会の意見を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出       

 

                  四万十町教育長  山脇 光章 

 

 

記 

 

 

■ 委員とする者の氏名等 

所 属 等 川口小学校校長 

氏     名  大﨑 幸（おおさき さち） 

備     考  要綱第３条第２項第３号に該当する者 

 

所 属 等 健康福祉課 

氏     名  井上 なつ子（いのうえ なつこ）          

備     考  要綱第３条第２項第４号に該当する者 

 

所 属 等 教育委員会事務局学校教育課 

氏     名  都築 桂（つづき かつら） 

備     考  要綱第３条第２項第４号に該当する者 
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【参考】  

  

＜変更前＞ 

区 分 氏   名 備    考 

(３) 小中学校の代表

者 
吉岡 栄作 七里小学校校長 

(４) 町職員のうち、健

康福祉課、高齢者支援

課、学校教育課の職員 

石川 恵理 健康福祉課 

谷岡 杏菜 教育委員会事務局学校教育課 

 

＜変更後＞ 

区 分 氏   名 備    考 

(３) 小中学校の代表

者 
大﨑  幸 川口小学校校長 

(４) 町職員のうち、健

康福祉課、高齢者支援

課、学校教育課の職員 

井上なつ子 健康福祉課 

都築  桂 教育委員会事務局学校教育課 

任期 : 令和７年５月１６日 ～ 計画の策定 
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■四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会委員名簿 

令和７年５月１５日現在 

区 分 氏  名 備    考 

(１) 読書活動に関し、

知識及び知見を有す

る者 

尾形 千晶 高知県立図書館 

(２) 図書館協議会委

員 
刈谷 明子  

(３) 小中学校の代表

者 
大﨑  幸 川口小学校校長 

(４) 町職員のうち、健

康福祉課、高齢者支援

課、学校教育課の職員 

井上なつ子 健康福祉課 

池田 康人 十和地域振興局町民生活課長 

都築  桂 教育委員会事務局学校教育課 

(５) 公募により選任

する者 

杉浦 妙子  

野村  宏  

任期 ： 令和４年１２月 １日 ～ 計画の策定 

令和７年 ５月１６日 ～ 計画の策定 

（大﨑 幸、井上 なつ子、都築 桂） 
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四万十町生涯読書活動推進計画策定委員会設置要綱【抜粋】 

（令和４年教育長告示第２号） 

 

（設置） 

第１条 子どもの読書活動の推進に関する法律（平成 13 年法律第 154 号）第９条第

２項及び視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（令和元年法律第 49

号）第８条第１項の規定による子どもの読書活動の推進に関する計画及び視覚障害

者等の読書環境の整備の推進に関する計画並びに生涯にわたる切れ目のない町民

の読書活動推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画として、四

万十町生涯読書活動推進計画（以下「計画」という。）を策定するため、四万十町

生涯読書活動推進計画策定委員会（以下、「委員会」という）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(１) 計画の策定に関すること。 

(２) その他計画の策定に必要なこと。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員８人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱又は任命する。 

(１) 読書活動に関し、知識及び知見を有する者 

(２) 図書館協議会委員 

(３) 小中学校の代表者 

 (４) 町職員のうち、健康福祉課、高齢者支援課、学校教育課の職員 

(５) 公募により選任する者 

(６) その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から計画を策定するまでとし、委員が欠け

た場合における補欠の委員の任期についても同様とする。 
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議案第５号 

 

 

四万十町スポーツ推進委員の委嘱について 

 

 

 スポーツ基本法第３２条第１項及び四万十町スポーツ推進委員に関する規則第３

条及び第４条に基づき、補欠のスポーツ推進委員を下記のとおり委嘱することについ

て、委員会の意見を求める。 

 

     令和７年５月１５日 提出 

 

                    四万十町教育長  山脇 光章 

 

 

記 

 

 

住  所  四万十町●●●●●● 

 

氏  名  下村 瑞生 

 

生年月日  ●●●●年●●月●●日 

 

任  期  令和７年５月１６日から令和８年３月３１日まで 
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参 考  
■ 委員とする者の氏名等 

住  所 四万十町●●●● 

氏  名  下村 瑞生（しもむら みずき）              

生年月日  ●●●●年●●月●●日 

備  考  ●●●●●●●●● 
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○四万十町スポーツ推進委員名簿 

区 分 氏  名 住  所 備 考 

社会的信望があり、ス

ポーツに関する深い関

心と理解を有し、及び

スポーツの推進のため

の事業の実施に係る連

絡調整並びに住民に対

するスポーツの実技の

指導その他スポーツに

関する指導及び助言を

行うのに必要な熱意と

能力を有する者 

田邊 一忠 四万十町●●●● 

 

八木 敏伸 四万十町●●●● 

 

武田 秀義 四万十町●●●● 

 

山本 俊之 四万十町●●●● 

 

西村 勝文 四万十町●●●● 

 

利岡  守 四万十町●●●● 

 

中平 良子 四万十町●●●● 

 

牧野 秀男 四万十町●●●● 

 

羽方 厚司 四万十町●●●● 

 

田邊 誠進 四万十町●●●● 

 

林  浩史 四万十町●●●● 

 

中平ゆかり 四万十町●●●● 

 

竹内 浩子 四万十町●●●● 

 

松下 知史 四万十町●●●● 

 

下村 瑞生 四万十町●●●● 新任 

任期 令和６年４月１日～令和８年３月３１日 

                      令和７年５月１６日～令和８年３月３１日 

                      （下村 瑞生） 

 

○スポーツ基本法 抜粋 

〔平成二十三年六号外法律第七十八号〕 

（スポーツ推進委員） 

第三十二条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあっては、その長）は、当該

市町村におけるスポーツの推進に係る体制の整備を図るため、社会的信望があり、

スポーツに関する深い関心と理解を有し、及び次項に規定する職務を行うのに必要

な熱意と能力を有する者の中から、スポーツ推進委員を委嘱するものとする。 

２ スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポーツの推進のため、教育委員会規

則（特定地方公共団体にあっては、地方公共団体の規則）の定めるところにより、

スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツ

の実技の指導その他スポーツに関する指導及び助言を行うものとする。 

３ スポーツ推進委員は、非常勤とする。 
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○四万十町スポーツ推進委員に関する規則 抜粋 

平成 18年四万十町教育委員会規則第 35号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、スポーツ基本法（平成 23年法律第 78号）第 32条第２項の規

定に基づき、スポーツ推進委員（以下「委員」という。）の職務その他スポーツ推

進に関し必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 委員は、住民のスポーツの推進に関し、次の職務を行う。 

(１) 住民の求めに応じて、スポーツの実技の指導を行うこと。 

(２) 住民のスポーツ活動の促進のための育成を図ること。 

(３) 学校、公民館等の教育機関その他行政機関の行うスポーツの行事又は事業に

関し、協力すること。 

(４) スポーツ団体その他の団体の行うスポーツに関する行事又は事業に関し、求

めに応じて協力すること。 

(５) 住民一般に対し、スポーツについての理解を深めること。 

(６) 社会体育施設の管理運営に関し、審議し、助言を行うこと。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、スポーツ推進のための事業の実施に係る連絡調

整及び住民に対してスポーツに関する指導助言を行うこと。 

２ 前項の規定により委員が分担する地域又は事項は、四万十町教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が定める。 

（定数） 

第３条 委員の定数は、18人以内とする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定にかかわらず、特別の事由があるときは、同項の期間

中においても委員を解嘱することができる。 

３ 委員は、再任されることができる。 
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議案第６号 

 

 

四万十町県費負担教職員の旧姓使用取扱要綱の改正について 

 

 

四万十町県費負担教職員の旧姓使用取扱要綱を下記のとおり改正することについ

て、委員会の意見を求める。 

 

令和７年５月１５日 提出 

 

四万十町教育長 山脇 光章   

 

 

記 

 

四万十町県費負担教職員の旧姓使用取扱要綱の一部を改正する訓令 

 

四万十町県費負担教職員の旧姓使用取扱要綱（平成 28 年四万十町教育長訓令第１

号）を次のように改める。 

第１条中「この要綱は」の次に「、互いの個性が尊重され、働きやすい職場環境を

整備するため」を加える。 

第２条中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改める。 

第４条中「教職員は、旧姓を使用しようとするときは」を「旧姓を使用しようとす

る教職員は」に改める。 

第７条第２項中「と公務の円滑な運営」を削る。 

別表第１中「 

(10) 健康診断に関する表簿 

」を「 

(10) 健康診断に関する表簿 

(11) 進学・就職に関する文書等（調査書、単位修得証明書等） 

」に、「 

(20) 損害賠償等審査会関係書類 

」を「 

(20) 損害賠償等審査会関係書類 

(21) 指導要録 

」に、「 

(13) 産業教育手当にかかる申請書 

38



(14) 代休日指定簿 

(15) 週休日の振替命令簿 

(16) ボランティア活動計画 

(17) 校務執行中の事故報告書 

(18) 営利企業等従事許可申請書 

(19) 兼職等認定申請書 

(20) 職務専念義務免除承認書 

(21) 休暇届・休暇承認願 

」を「 

(13) 代休日指定簿 

(14) 週休日の振替命令簿 

(15) ボランティア活動計画 

(16) 公務執行中の事故報告書 

(17) 営利企業等従事許可申請書 

(18) 兼職等認定申請書 

(19) 職務専念義務免除願 

(20) 休暇届・休暇承認願 

」に改める。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第３条関係） 

旧姓を使用することができないもの 

１ 職員の身分等に関する文書等で、特別な法律関係が生じるおそれのあるもの 

(１) 採用辞令 

(２) 宣誓書 

(３) 在職証明書及び在職証明書交付願 

(４) 臨時的任用職員・非常勤職員雇用関係書類 

２ 職員の権利義務に係る文書等で、特別な法律関係が生じるおそれのあるもの 

(１) 別表第１の３に定める以外の給与、報酬及び賃金関係書類 

(２) 共済組合関係書類 

(３) 職員互助会関係書類 

(４) 公務災害関係書類 

(５) 財形貯蓄関係書類 

３ 公権力の行使等対外的な行政行為に係るもの 

許認可、徴税等法令に基づく行政処分に関する文書等 

４ 私人との法律上の関係を発生させるもの 

契約書、協定書 

附 則 

 この訓令は、公布の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

39



1
/
5
 

参
 
考
 

 

四
万
十
町
県
費
負
担
教
職
員
の
旧
姓
使
用
取
扱
要
綱
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
新
旧
対
照
表
 

 

改
正
後
 

改
正
前
 

○
四
万
十
町
県
費
負
担
教
職
員
の
旧
姓
使
用
取
扱
要
綱
 

○
四
万
十
町
県
費
負
担
教
職
員
の
旧
姓
使
用
取
扱
要
綱
 

平
成

2
8
年
３
月
８
日
教
育
長
訓
令
第
１
号

平
成
2
8
年
３
月
８
日
教
育
長
訓
令
第
１
号

（
趣
旨
）
 

（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
要
綱
は
、
互
い
の
個
性
が
尊
重
さ
れ
、
働
き
や
す
い
職
場
環
境
を
整
備
す

る
た
め
、
教
職
員
が
婚
姻
、
養
子
縁
組
そ
の
他
の
事
由
（
以
下
「
婚
姻
等
」
と
い
う
。
）

に
よ
り
戸
籍
上
の
氏
を
改
め
た
後
も
、
引
き
続
き
婚
姻
等
に
よ
る
改
正
前
の
戸
籍
上
の

氏
（
以
下
「
旧
姓
」
と
い
う
。
）
を
使
用
す
る
こ
と
に
関
し
て
必
要
な
事
項
を
定
め
る

も
の
と
す
る
。
 

第
１
条

 
こ
の
要
綱
は
、
教
職
員
が
婚
姻
、
養
子
縁
組
そ
の
他
の
事
由
（
以
下
「
婚
姻
等
」

と
い
う
。
）
に
よ
り
戸
籍
上
の
氏
を
改
め
た
後
も
、
引
き
続
き
婚
姻
等
に
よ
る
改
正
前

の
戸
籍
上
の
氏
（
以
下
「
旧
姓
」
と
い
う
。
）
を
使
用
す
る
こ
と
に
関
し
て
必
要
な
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
適
用
教
職
員
）
 

（
適
用
教
職
員
）
 

第
２
条
 
こ
の
要
綱
は
、
四
万
十
町
教
育
委
員
会
の
所
管
す
る
小
中
学
校
（
以
下
「
四
万

十
町
立
小
中
学
校
」
と
い
う
。
）
に
勤
務
す
る
教
職
員

 
(
臨
時
的
任
用
教
職
員
及
び
会

計
年
度
任
用
職
員
を
含
む
。
以
下
「
教
職
員
」
と
い
う
。
)
に
適
用
す
る
。
 

第
２
条

 
こ
の
要
綱
は
、
四
万
十
町
教
育
委
員
会
の
所
管
す
る
小
中
学
校
（
以
下
「
四
万

十
町
立
小
中
学
校
」
と
い
う
。
）
に
勤
務
す
る
教
職
員
（
臨
時
的
任
用
教
職
員
及
び
非

常
勤
職
員
を
含
む
。
以
下
「
教
職
員
」
と
い
う
。
）
に
適
用
す
る
。
 

（
旧
姓
使
用
の
範
囲
）
 

（
旧
姓
使
用
の
範
囲
）
 

第
３
条
 
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
は
、
法
令
等
の
規
定
に
抵
触
す
る
お
そ

れ
が
な
く
、
か
つ
、
職
務
遂
行
上
又
は
事
務
処
理
上
支
障
が
な
い
も
の
で
、
お
お
む
ね

別
表
第
１
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
 

第
３
条

 
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
は
、
法
令
等
の
規
定
に
抵
触
す
る
お
そ

れ
が
な
く
、
か
つ
、
職
務
遂
行
上
又
は
事
務
処
理
上
支
障
が
な
い
も
の
で
、
お
お
む
ね

別
表
第
１
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
は
、
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ
り
特
別

な
法
律
関
係
を
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ
る
も
の
で
、
お
お
む
ね
別
表
第
２
に
掲
げ
る
も
の

と
す
る
。
 

２
 
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
は
、
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ
り
特
別

な
法
律
関
係
を
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ
る
も
の
で
、
お
お
む
ね
別
表
第
２
に
掲
げ
る
も
の

と
す
る
。
 

（
旧
姓
使
用
の
届
出
等
）
 

（
旧
姓
使
用
の
届
出
等
）
 

第
４
条
 
旧
姓
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
教
職
員
は
、
履
歴
事
項
変
更
届
の
提
出
に
併
せ
て

旧
姓
使
用
届
（
様
式
第
１
号
）
を
校
長
を
経
由
し
て
四
万
十
町
教
育
長
（
以
下
「
教
育

長
」
と
い
う
。
）
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
４
条

 
教
職
員
は
、
旧
姓
を
使
用
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
履
歴
事
項
変
更
届
の
提
出

に
併
せ
て
旧
姓
使
用
届
（
様
式
第
１
号
）
を
校
長
を
経
由
し
て
四
万
十
町
教
育
長
（
以

下
「
教
育
長
」
と
い
う
。
）
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
～
 
３
 
 
 
 
 
 
（
略
）
 

２
 
～
 
３
 
 
 
 
 
 
（
略
）
 

40



2
/
5
 

改
正
後
 

改
正
前
 

第
５
条
・
第
６
条
 
 
 
 
（
略
）
 
 

第
５
条
・
第
６
条
 
 
 
 
（
略
）
 
 

（
教
職
員
及
び
所
属
長
の
責
務
）
 

（
教
職
員
及
び
所
属
長
の
責
務
）
 

第
７
条
 
旧
姓
使
用
教
職
員
は
、
旧
姓
の
使
用
に
当
た
り
、
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
の
で

き
る
文
章
等
に
は
統
一
し
て
旧
姓
を
使
用
す
る
な
ど
、
常
に
児
童
生
徒
、
保
護
者
、
そ

の
他
町
民
又
は
職
場
に
誤
解
や
混
乱
が
生
じ
な
い
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
７
条

 
旧
姓
使
用
教
職
員
は
、
旧
姓
の
使
用
に
当
た
り
、
旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
の
で

き
る
文
章
等
に
は
統
一
し
て
旧
姓
を
使
用
す
る
な
ど
、
常
に
児
童
生
徒
、
保
護
者
、
そ

の
他
町
民
又
は
職
場
に
誤
解
や
混
乱
が
生
じ
な
い
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
校
長
は
、
所
属
教
職
員
の
旧
姓
使
用
に
関
し
適
切
な
運
用
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

２
 
校
長
は
、
所
属
教
職
員
の
旧
姓
使
用
に
関
し
適
切
な
運
用
と
公
務
の
円
滑
な
運
営
に

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
８
条
・
第
９
条
 
 
 
 
（
略
）
 
 

第
８
条
・
第
９
条
 
 
 
 
（
略
）
 
 

 
 

別
表
第
１
（
第
３
条
関
係
）
 

別
表
第
１
（
第
３
条
関
係
）
 

旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
 

旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
 

１
 
対
外
的
に
も
使
用
さ
れ
る
が
特
別
な
法
律
関
係
を
生
じ
る
お
そ
れ
が
な
く
、
職
務

遂
行
上
支
障
が
な
い
も
の
 

１
 
対
外
的
に
も
使
用
さ
れ
る
が
特
別
な
法
律
関
係
を
生
じ
る
お
そ
れ
が
な
く
、
職
務

遂
行
上
支
障
が
な
い
も
の
 

(
１

)
 
職
場
で
の
呼
称
 

(
１
)
 
職
場
で
の
呼
称
 

(
２

)
 
職
員
録
 

(
２
)
 
職
員
録
 

(
３

)
 
名
刺
 

(
３
)
 
名
刺
 

(
４

)
 
座
席
表
 

(
４
)
 
座
席
表
 

(
５

)
 
座
席
札
 

(
５
)
 
座
席
札
 

(
６

)
 
ネ
ー
ム
プ
レ
ー
ト
 

(
６
)
 
ネ
ー
ム
プ
レ
ー
ト
 

(
７

)
 
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
 

(
７
)
 
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
 

(
８

)
 
通
知
表
、
成
績
一
覧
表

 
(
８
)
 
通
知
表
、
成
績
一
覧
表

 

(
９

)
 
出
席
簿
、
学
級
日
誌
、
時
間
割
表
 

(
９
)
 
出
席
簿
、
学
級
日
誌
、
時
間
割
表
 

(
1
0
)
 
健
康
診
断
に
関
す
る
表
簿
 

(
1
0
)
 
健
康
診
断
に
関
す
る
表
簿
 

(
1
1
)
 
進
学
・
就
職
に
関
す
る
文
書
等
（
調
査
書
、
単
位
修
得
証
明
書
等
）
 

 

２
 
専
ら
組
織
内
で
使
用
さ
れ
る
文
書
等
で
、
職
員
の
同
一
性
の
確
認
が
容
易
に
で
き

る
も
の
 

２
 
専
ら
組
織
内
で
使
用
さ
れ
る
文
書
等
で
、
職
員
の
同
一
性
の
確
認
が
容
易
に
で
き

る
も
の
 

(
１

)
 
起
案
文
書
 

(
１
)
 
起
案
文
書
 

(
２

)
 
決
裁
文
書
、
供
覧
文
書
等
に
係
る
押
印
又
は
サ
イ
ン

 
(
２
)
 
決
裁
文
書
、
供
覧
文
書
等
に
係
る
押
印
又
は
サ
イ
ン
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3
/
5
 

改
正
後
 

改
正
前
 

(
３

)
 
復
命
書
 

(
３
)
 
復
命
書
 

(
４

)
 
校
務
・
事
務
分
掌
表
 

(
４
)
 
校
務
・
事
務
分
掌
表
 

(
５

)
 
事
務
引
継
書
 

(
５
)
 
事
務
引
継
書
 

(
６

)
 
研
修
関
係
書
類
 

(
６
)
 
研
修
関
係
書
類
 

(
７

)
 
出
勤
状
況
報
告
書
 

(
７
)
 
出
勤
状
況
報
告
書
 

(
８

)
 
週
休
日
及
び
勤
務
時
間
の
割
振
り
に
関
す
る
書
類
 

(
８
)
 
週
休
日
及
び
勤
務
時
間
の
割
振
り
に
関
す
る
書
類
 

(
９

)
 
夏
期
特
別
休
暇
計
画
表

 
(
９
)
 
夏
期
特
別
休
暇
計
画
表

 

(
1
0
)
 
病
状
経
過
報
告
書
 

(
1
0
)
 
病
状
経
過
報
告
書
 

(
1
1
)
 
傷
病
報
告
書
 

(
1
1
)
 
傷
病
報
告
書
 

(
1
2
)
 
自
家
用
車
公
務
使
用
登
録
簿
 

(
1
2
)
 
自
家
用
車
公
務
使
用
登
録
簿
 

(
1
3
)
 
自
動
車
使
用
記
録
簿
 

(
1
3
)
 
自
動
車
使
用
記
録
簿
 

(
1
4
)
 
物
品
関
係
書
類
 

(
1
4
)
 
物
品
関
係
書
類
 

(
1
5
)
 
表
彰
関
係
 

(
1
5
)
 
表
彰
関
係
 

(
1
6
)
 
教
職
員
人
事
異
動
調
書

 
(
1
6
)
 
教
職
員
人
事
異
動
調
書

 

(
1
7
)
 
辞
令
書
（
採
用
を
除
く
）
・
人
事
異
動
通
知
書
 

(
1
7
)
 
辞
令
書
（
採
用
を
除
く
）
・
人
事
異
動
通
知
書
 

(
1
8
)
 
分
限
・
懲
戒
処
分
関
係
書
類
 

(
1
8
)
 
分
限
・
懲
戒
処
分
関
係
書
類
 

(
1
9
)
 
退
職
願
 

(
1
9
)
 
退
職
願
 

(
2
0
)
 
損
害
賠
償
等
審
査
会
関
係
書
類
 

(
2
0
)
 
損
害
賠
償
等
審
査
会
関
係
書
類
 

(
2
1
)
 
指
導
要
録
 

 

３
 
職
員
の
権
利
義
務
に
係
る
文
書
等
で
、
職
員
の
同
一
性
の
確
認
が
容
易
に
で
き
、

か
つ
、
旧
姓
使
用
を
原
因
と
す
る
係
争
の
お
そ
れ
の
な
い
も
の
 

３
 
職
員
の
権
利
義
務
に
係
る
文
書
等
で
、
職
員
の
同
一
性
の
確
認
が
容
易
に
で
き
、

か
つ
、
旧
姓
使
用
を
原
因
と
す
る
係
争
の
お
そ
れ
の
な
い
も
の
 

(
１

)
 
出
勤
簿
 

(
１
)
 
出
勤
簿
 

(
２

)
 
旅
行
命
令
簿
兼
請
求
書

 
(
２
)
 
旅
行
命
令
簿
兼
請
求
書

 

(
３

)
 
育
児
休
業
関
係
書
類
 

(
３
)
 
育
児
休
業
関
係
書
類
 

(
４

)
 
校
外
勤
務
簿
 

(
４
)
 
校
外
勤
務
簿
 

(
５

)
 
時
間
外
勤
務
等
命
令
簿
、
特
殊
勤
務
整
理
簿
、
特
殊
勤
務
実
績
簿
 

(
５
)
 
時
間
外
勤
務
等
命
令
簿
、
特
殊
勤
務
整
理
簿
、
特
殊
勤
務
実
績
簿
 

(
６

)
 
管
理
職
特
別
勤
務
実
績
簿
 

(
６
)
 
管
理
職
特
別
勤
務
実
績
簿
 

(
７

)
 
扶
養
親
族
届
 

(
７
)
 
扶
養
親
族
届
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4
/
5
 

改
正
後
 

改
正
前
 

(
８

)
 
住
居
届
 

(
８
)
 
住
居
届
 

(
９

)
 
通
勤
届
 

(
９
)
 
通
勤
届
 

(
1
0
)
 
単
身
赴
任
届
 

(
1
0
)
 
単
身
赴
任
届
 

(
1
1
)
 
履
歴
事
項
変
更
届
 

(
1
1
)
 
履
歴
事
項
変
更
届
 

(
1
2
)
 
特
地
勤
務
手
当
等
に
関
す
る
校
長
の
報
告
、
へ
き
地
等
学
校
に
勤
務
す
る
職

員
の
住
居
届
 

(
1
2
)
 
特
地
勤
務
手
当
等
に
関
す
る
校
長
の
報
告
、
へ
き
地
等
学
校
に
勤
務
す
る
職

員
の
住
居
届
 

 
(
1
3
)
 
産
業
教
育
手
当
に
か
か
る
申
請
書
 

(
1
3
)
 
代
休
日
指
定
簿
 

(
1
4
)
 
代
休
日
指
定
簿
 

(
1
4
)
 
週
休
日
の
振
替
命
令
簿

 
(
1
5
)
 
週
休
日
の
振
替
命
令
簿

 

(
1
5
)
 
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書
 

(
1
6
)
 
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
計
画
書
 

(
1
6
)
 
公
務
執
行
中
の
事
故
報
告
書
 

(
1
7
)
 
校
務
執
行
中
の
事
故
報
告
書
 

(
1
7
)
 
営
利
企
業
等
従
事
許
可
申
請
書
 

(
1
8
)
 
営
利
企
業
等
従
事
許
可
申
請
書
 

(
1
8
)
 
兼
職
等
認
定
申
請
書
 

(
1
9
)
 
兼
職
等
認
定
申
請
書
 

(
1
9
)
 
職
務
専
念
義
務
免
除
願
 

(
2
0
)
 
職
務
専
念
義
務
免
除
承
認
書
 

(
2
0
)
 
休
暇
届
・
休
暇
承
認
願

 
(
2
1
)
 
休
暇
届
・
休
暇
承
認
願

 

４
 
そ
の
他
法
令
等
に
抵
触
す
る
お
そ
れ
の
な
い
も
の
 

４
 
そ
の
他
法
令
等
に
抵
触
す
る
お
そ
れ
の
な
い
も
の
 

研
究
論
文
等
の
発
表
、
講
演
等

 
研
究
論
文
等
の
発
表
、
講
演
等

 

別
表
第
２
（
第
３
条
関
係
）
 

別
表
第
２
（
第
３
条
関
係
）
 

旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
 

旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
 

 
１

 
職
員
が
職
務
上
作
成
す
る
も
の
で
、
他
に
与
え
る
影
響
が
大
き
い
も
の
 

 
指
導
要
録
、
進
学
・
就
職
に
関
す
る
文
書
等
 

１
 
職
員
の
身
分
等
に
関
す
る
文
書
等
で
、
特
別
な
法
律
関
係
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ

る
も
の
 

２
 
職
員
の
身
分
等
に
関
す
る
文
書
等
で
、
特
別
な
法
律
関
係
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ

る
も
の
 

(
１

)
 
採
用
辞
令
 

(
１
)
 
採
用
辞
令
 

(
２

)
 
宣
誓
書
 

(
２
)
 
宣
誓
書
 

(
３

)
 
在
職
証
明
書
及
び
在
職
証
明
書
交
付
願
 

(
３
)
 
在
職
証
明
書
及
び
在
職
証
明
書
交
付
願
 

(
４

)
 
臨
時
的
任
用
職
員
・
非
常
勤
職
員
雇
用
関
係
書
類
 

(
４
)
 
臨
時
的
任
用
職
員
・
非
常
勤
職
員
雇
用
関
係
書
類
 

２
 
職
員
の
権
利
義
務
に
係
る
文
書
等
で
、
特
別
な
法
律
関
係
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ

３
 
職
員
の
権
利
義
務
に
係
る
文
書
等
で
、
特
別
な
法
律
関
係
が
生
じ
る
お
そ
れ
の
あ
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5
/
5
 

改
正
後
 

改
正
前
 

る
も
の
 

る
も
の
 

(
１

)
 
別
表
第
１
の
３
に
定
め
る
以
外
の
給
与
、
報
酬
及
び
賃
金
関
係
書
類
 

(
１
)
 
別
表
第
１
の
３
に
定
め
る
以
外
の
給
与
、
報
酬
及
び
賃
金
関
係
書
類
 

(
２

)
 
共
済
組
合
関
係
書
類
 

(
２
)
 
共
済
組
合
関
係
書
類
 

(
３

)
 
職
員
互
助
会
関
係
書
類

 
(
３
)
 
職
員
互
助
会
関
係
書
類

 

(
４

)
 
公
務
災
害
関
係
書
類
 

(
４
)
 
公
務
災
害
関
係
書
類
 

(
５

)
 
財
形
貯
蓄
関
係
書
類
 

(
５
)
 
財
形
貯
蓄
関
係
書
類
 

３
 
公
権
力
の
行
使
等
対
外
的
な
行
政
行
為
に
係
る
も
の
 

４
 
公
権
力
の
行
使
等
対
外
的
な
行
政
行
為
に
係
る
も
の
 

許
認
可
、
徴
税
等
法
令
に
基
づ
く
行
政
処
分
に
関
す
る
文
書
等
 

許
認
可
、
徴
税
等
法
令
に
基
づ
く
行
政
処
分
に
関
す
る
文
書
等
 

４
 
私
人
と
の
法
律
上
の
関
係
を
発
生
さ
せ
る
も
の
 

５
 
私
人
と
の
法
律
上
の
関
係
を
発
生
さ
せ
る
も
の
 

契
約
書
、
協
定
書
 

契
約
書
、
協
定
書
 

様
式
第
１
号

 
～
 
様
式
第
４
号
 
 
（
略
）
 

様
式
第
１
号

 
～
 
様
式
第
４
号
 
 
（
略
）
 

 
 

【
改
正
の
理
由
】

 

 
四
万
十
町
立
小
中
学
校
に
勤
務
す
る
教
職
員
（
町
の
職
員
を
除
く
。
）
の
旧
姓
使
用
に
つ
い
て
は
、
県
立
学
校
の
教
職
員
に
準
じ
た
取
扱
い
を
本
要
綱
で
定
め
て
い

る
と
こ
ろ
で
す
。

 

 
こ
の
度
、
高
知
県
立
学
校
職
員
旧
姓
使
用
取
扱
要
綱
が
一
部
改
正
（
令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
）
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
本
要
綱
を
改
正
し
よ
う
と
す
る
も
の

で
す
。
ま
た
、
合
わ
せ
て
字
句
の
修
正
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

 

 
 
 
 
主
な
改
正
内
容
 
：
 
目
的
に
「
互
い
の
個
性
が
尊
重
さ
れ
、
働
き
や
す
い
職
場
環
境
を
整
備
す
る
た
め
」
を
追
加
し
ま
す
。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
適
用
す
る
教
職
員
の
う
ち
、
「
非
常
勤
職
員
」
を
「
会
計
年
度
任
用
職
員
」
に
改
め
ま
す
。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
旧
姓
使
用
に
係
る
校
長
の
責
務
か
ら
「
公
務
の
円
滑
な
運
営
」
を
削
除
し
ま
す
。
 

旧
姓
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て
い
た
「
進
学
・
就
職
に
関
す
る
文
書
等
（
調
査
書
、
単
位
修
得
証
明
書
等
）
」
を
、
使

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
ま
す
。
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議案第７号 

 

 

四万十町いじめ防止基本方針の改定について 

 

 

四万十町いじめ防止基本方針を別添のように改定することについて、委員会の意見

を求める。 

 

 

令和７年５月１５日 提出       

 

                    四万十町教育長 山脇 光章 
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